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1１．はじめに

中地域交流ループは2026年4月に運開となっており、設備停止時の運用容量は、停止する設備
によって運用容量の低下量に大きな差異が生じる設備（停止設備①）と、停止する設備による運
用容量の低下量が同程度かつ比較的小さい設備（停止設備②）に分類し、これらの組合せ毎に算
出している（2025年度第4回運用容量検討会 資料1参照） 。

停止設備①は1か所まで停止、停止設備②は各エリア1か所まで停止となるように設備停止調整
しており、調整できなかった設備停止組合せについては個別に運用容量を算出することとしてい
るが、軽負荷期においては電圧上昇対策のために多数の送電線停止が必要となり、事前に運用容
量を算出している停止パターンを超える停止状況となる場合があるため、この際における運用容
量の算出方法についてご報告する。

出所）2025年度第4回運用容量検討会 資料1
https://www.occto.or.jp/assets/2025_4_1.pdf



2
２．事前に運用容量を算出している停止パターンを超えた場合の運用容量算出方法

軽負荷期においては基幹系統における無効電力が余剰となり、電圧が上昇傾向となる。
この対策として、各エリアで送電線停止が必要となることがあり、事前に運用容量を算出してい
る停止パターンを超えた停止状況となることも想定される。

その場合、事前に算出している停止組合せの運用容量から、追加で停止した設備の運用容量低下
量を差し引くことにより運用容量を算出する（一設備停止ごとの運用容量低下量は事前に算出）。

ただし、上記方法では複数の送電線停止が必要な場合に運用容量が過度に小さくなってしまう
ケースがあるため、必要に応じて想定される最大設備停止時における運用容量を詳細計算にて
算出し、この値を下限値とする。

No
【運用容量算出イメージ】

事前に算出
済み

事前に算出済みの運用容量を採用事前に算出済みの運用容量を採用

Yes

事前に算出している停止組合せの運用容量から
追加で停止した設備の運用容量低下量を差引

No下限値以上

Yes
算出した運用容量を採用算出した運用容量を採用

下限値を採用下限値を採用
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（参考）想定される最大設備停止時における運用容量

5月断面の運用容量算出結果を下表に示す。
停止回線が下表で包含できている場合、記載の値を運用容量の下限値とする。

関西受電関西送電北陸受電北陸送電中部受電中部送電停止回線検討断面

1430（②）2730（③）2520（③）2170（②）2730（③）1430（②）越前嶺南線
+中部3回線+北陸4回線+関西4回線5月平日昼間

1590（②）2730（③）2510（②）2170（②）2730（③）1590（②）越前嶺南線
+中部3回線+北陸4回線+関西4回線5月平日夜間

870（②）2230（②）2310（①）2170（②）2230（②）870（②）越前嶺南線
+中部5回線+北陸4回線+関西4回線

5月休日昼間
770（②）1730（②）1920（③）2170（②）1730（②）770（②）越美幹線+越前嶺南線

+中部5回線+北陸4回線+関西4回線

1590（②）2300（②）1900（①）2170（②）2300（②）1590（②）越前嶺南線
+中部5回線+北陸4回線+関西4回線

5月休日夜間
1290（②）2000（②）1900（①）2170（②）2000（②）1290（②）越美幹線+越前嶺南線

+中部5回線+北陸4回線+関西4回線

（ ）内の数字は、運用容量決定要因（①熱容量等、②同期安定性、③電圧安定性、④周波数維持）を示す。
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